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　市は、第５次留萌市総合計画の期間を平成19年度から28年度までの10年
間とし、「生」「優」「地」「守」「宝」「海」「信」からなる「留萌を彩る６つの基本
政策プラス１」をテーマに、さまざまな仕事に取り組んでいます。平成27
年度の予算が決まりましたので、主な仕事を紹介します。
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今年の予算・仕事平成27年度

　全ての主要施策一覧は市・ホームページ（http://www.e-rumoi.jp/）でご覧いただけます。

やる気を応援し、活気あふ
れる都市空間と新しい地域
経済をつくるマチづくり

人・文化・地域の魅力と夢
を育てるマチづくり

自然の恵みを活かし、資源
を大切にするマチづくり

思いやりとコミュニティで
安心して健康に暮らせるマ
チづくり

海と港、留萌らしさを未来
へ繋げるマチづくり

市民との対話による働く市
役所づくり

機能的な生活基盤で安全で
清潔な暮らしを守るマチづ
くり

やる気と活気夢と宝

自然と資源

思いやりと安心海と港

対話と信頼

暮らしと安全

新規  橋梁長寿命化事業 ……………………………… ２, ６００万円
　市が管理する橋梁について、今後急速に増大する老朽化橋
梁を計画的・効率的に保全するために、留萌市橋梁長寿命化
計画に沿って、計画的に補修を行います。

継続  道路整備事業 ……………………………… ９，４４２万１千円
　人に優しい道路環境を創出するため、平成24年度からの
第３次道路整備５カ年計画に基づき、老朽化への対応と高齢
者・障がい者に配慮した生活道路を整備します。

継続  住宅改修促進助成事業 …………………………… ６０１万円
　市内建設事業者により住宅改修（ 100万円以上）を実施
した施工主に対して、一律20万円を助成します。

新規  給食センター調理衛生環境等改善事業 ……… ２，６４３万円
　経年劣化などで老朽化が進んでいる学校給食センターの大
型調理機器などの更新を計画的に行います。

新規  留守家庭延長事業 …………………………… ５４８万５千円
　留守家庭児童会の開設時間を延長し、児童の保護者が就労
しやすい環境を整えるとともに、児童が安心して留守家庭児
童会を利用できるように、指導員を配置し仕事と育児の両立
支援の環境整備を図ります。

継続  観光物産ＰＲ推進事業 ……………………… ６４６万８千円
　道内外の都市圏で開催されるイベントに参加し、留萌の観
光ＰＲや地元特産品のＰＲを実施します。

新規  農産物乾燥施設整備支援事業 …………… ２，８０４万２千円
　旧幌糠中学校教員住宅敷地を活用し、留萌機械利用組合が
整備する農産物乾燥施設などの事業費の一部を補助します。

継続  新規就農者支援事業 ………………………… ３２９万７千円
　新たに農業を営み、市の農業振興に寄与する方に特別な措
置を行い、新規就農者を支援します。

継続  るもいの顔の見える農業・漁業元気プロジェクト事業 … ３００万円
　１次産業の振興と農商工連携、６次産業化の推進による地
域の食の高付加価値化や販路拡大、将来的な後継者確保に向
けた機運の醸成や食育の推進などにより、生産者や事業者の
経営体質の強化を図ります。

新規  自立相談支援事業 …………………………… ２４３万８千円
　生活困窮者からの相談に対応し、自立に向けたプランの作成など
の支援を行うほか、地域の関係機関のネットワークづくりを行います。

新規  旅立ち応援のためのインフルエンザワクチン接種支援事業 …１２０万３千円
　卒業や進学、就職のための試験などを迎える子どもたちが
インフルエンザにかからないよう、インフルエンザワクチン
の接種支援を行います。

継続  障害者相談支援事業委託料 ………………… ４０１万４千円
　障がい者および障がい児のライフステージに応じた生活を
支援するため、関係機関と連携を図り、障がい者などの福祉
の向上および社会参加を促進します。

新規  留萌港事業継続計画策定事業 …………………… ５９３万円
　国の国土強靭化基本計画に基づく港湾の事業継続計画策定
のため、協議会の設置および設計の委託を行います。

継続  船場公園整備事業 …………………… ３億２，８０３万２千円
　市街地におけるイベント広場の確保、留萌管内の交流拠点、
新たな観光ゾーンを創出し、市民や観光客が憩う中心市街地
と留萌港に隣接した公園を整備します。

継続  港湾環境整備事業 …………………………… １１６万５千円
　三泊地区埠頭での石炭荷役や運搬時に発生する粉じんの原
因究明のため風況と降下煤じん調査を行い、調査結果に基づき
地区住民と話し合い、今後の粉じん対策について検討します。

新規  社会保障・税番号制度導入事業 ………… ３，１３９万４千円
　地方自治体における番号制度導入により、日常業務や個人
情報保護方策を構築するために、既存の住民情報システムな
どを改修します。

継続  地域おこし協力隊事業 …………………… １，８８６万６千円
　地域力の再生に意欲のある都市部の人材を隊員として委嘱
し、農業や漁業、廃校、人材など市の地域資源を活用して地
域力の維持・強化を図ります。また、地域住民と協力しなが
ら集落活性化の新たな展開を期待し、活動終了後には、市内
での起業、就業、定住を目指します。

新規  幌糠地区送水管整備事業 ……………………… ７，０９０万円
　幌糠地区飲料水施設の水質安定のための整備事業（送水管
布設、ポンプ設備など）を実施します。

新規  防災行政無線移設事業 ……………………… ３９９万９千円
　平成26年度から開始した留萌消防庁舎の改築工事に伴い、
現消防庁舎屋上に仮移設している防災行政無線を新消防庁舎
に移設します。

継続  留萌消防組合負担金（消防庁舎改築事業） …６億５，９５４万６千円
　消防設備および消防車両の適正な維持管理と職員の執務環
境を整えることで、消防力の充実強化を図り、消防防災拠点
としての機能を発揮し、市民の安心と安全に寄与します。
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▲地域おこし協力隊事業

▲船場公園整備事業（船場公園管理棟）

▲給食センター調理衛生環境等改善事業

▲消防庁舎改築事業

▲橋梁長寿命化事業（ゆうなぎ橋）

▲旅立ち応援のためのインフルエンザワクチン接種支援事業

▲新規就農者支援事業

2 ■お問い合わせは　政策調整課 ☎ 42-1809　財務課 ☎ 42-1813まで
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平成27年度一般会計予算平成27年度各会計別予算

新・留萌市財政健全化計画の進捗状況

　平成27年度当初予算は、病院事業会計への繰出金、除排雪関連経費、消防庁舎改築に伴う消防組合負担
金、東光小学校整備事業費、船場公園整備事業費などが増加しているものの、生活保護扶助費、公債費、職
員給与費のほか留萌小学校改築に係る経費などが大幅に減少し、一般会計の総額は137億１千万円（前年度比
２億９千万円の減)となりました。
　また、船場公園については９年度から実施してきた公園整備が全て終了し、28年度に全面供用を迎える予定
で、温水プールについては、前年度と同様に小学校のプール授業を中心とした夏期の一部再開を実施すること
としています。

　新・留萌市財政健全化計画の進捗状況については、おおむね順調に推移しています。国民健康保険事業会
計と下水道事業会計で引き続き累積赤字が残っているものの、健全化計画より累積赤字は減少しており、公
立病院特例債の平成 27 年度償還をもって健全化計画は無事に終了する予定です。
　健全化判断比率については、前年度に引き続き全て健全な水準を維持し、実質公債費比率は、借金の繰上
返済や新たな借金の抑制などにより 23 年度をピークに改善しており、27 年度は 17.2％まで改善する見込み
です。 収入の主な増減

【　】内は前年度比

◯地方交付税【２億４千万円の減】
　交付税の算定数値の変動などにより、普通交付税が
減少しています。

◯国・道支出金【２億４千万円の減】
　国庫支出金では東光小学校整備事業費補助金などで
増加していますが、留萌小学校整備事業費負担金など
で減少しています。道支出金では保育所運営費負担金
や地域づくり総合交付金などで増加していますが、森
林整備加速化・林業再生事業補助金で減少しています。

◯市債【１億３千万円の増】
　普通建設事業に係る発行限度額を維持しながら、消
防庁舎改築事業や東光小学校整備事業などで増加して
います。消防救急デジタル無線機器整備事業、留萌小
学校改築事業はいずれも減少しています。

◯市税・その他【６千万円の増】
　消費税の増税に伴う地方消費税率の引き上げや市民
税、軽自動車税などにより増加しています。

支出の主な増減
【　】内は前年度比

◯人件費【９千万円の減】
　職員数と予定退職者数が減ったことなどにより減少
しています。

◯公債費【１億５千万円の減】
　長期債元金償還金および長期債利子が減ったことに
より減少しています。

◯土木費【２億４千万円の増】
　市道管理事業や橋梁長寿命化事業、船場公園整備事
業、除雪対策事業などが増えたことにより増加してい
ます。

◯教育費【８億７千万円の減】
　東光小学校整備事業や給食センター調理衛生環境等
改善事業などが増加していますが、留萌小学校改築事
業の終了や温水プール再開事業に係る準備経費などが
減ったことにより減少しています。

◯民生費・衛生費・その他【５億８千万円の増】
　主に消防庁舎改築事業などにより増加しています。

会　計　区　分
平成27年度

予算額
（Ａ）

平成26年度
予算額
（Ｂ）

比較
（Ａ）−（Ｂ） 増減率

市債（借金）残高
平成27年度末

見込額
平成26年度末

見込額
一 般 会 計 13,709 14,000 291 2.1% 14,383 14,504

特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 3,200 3,006 194 6.5% − −

後期高齢者医療事業会計 327 331  4  1.2% − −

介 護 保 険 事 業 会 計 1,929 1,999 70  3.5% − −

港 湾 事 業 会 計 184 188  4 2.1% 1,058 1,128

下 水 道 事 業 会 計 1,621 1,342 279 20.8% 8,588 8,701

企
業
会
計

水 道 事 業 会 計 949 1,458 509  34.9% 3,530 3,367

病 院 事 業 会 計 6,662 8,361 1,699 20.3% 6,435 7,058

合　　計 28,580 30,685 2,105   6.9% 33,995 34,759

（単位：百万円）

※各会計ごとに端数処理しているため、合計額が一致しない場合があります。
※平成26年度予算額は政策予算補正後の額です。
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※臨時財政対策債とは、現金交付を受けない交付税相当分

※（　　）内は平成26年度予算（政策予算補正後）の額
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